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男女共同参画 VOL.2  

 

■女性の活躍で社会を変えよう 

日本では人口減少と少子高齢化が同時に進行し、高齢者人口（６５歳以上の人口）が増加する

一方で、生産年齢人口（１５～６４歳人口）が減少することが見込まれています。平成２７年か

ら平成７７年の間に生産年齢人口はおよそ３，２００万人減少しますが、高齢者人口はほぼ横ば

いとなっています。 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで国は、２５歳から４４歳の女性の就業率を高めることを目標とし、平成２４年６７．８％

から平成２８年７２．７％と着実に取組を進めています。 

次の取組として男性の暮らし方や意識改革、女性活躍情報の見える化や活用の促進により、各界

各層の自発的な取組につなげ、女性活躍の好循環を生み出していくことを目標としています。 

  

しかし、３０歳代の女性の就業希望者は、多い 

にもかかわらず就業率が落ち込むいわゆる「M字 

カ－ブ」がみられます。以前と比べると最近では、 

Ｍ字カ－ブは浅くなっていますが、非労働力人口 

のうち２６２万人が就業を希望しており、女性の 

育児期の就業継続は依然として困難な状態がみら 

れます。 

 

■女性が働き続けられる社会へ 

女性が働きながら安心して子どもを産み育て

られるためには、男女ともが仕事と家庭の両立、

ワ－ク・ライフ・バランスを自分の事として捉え、

企業、労働者はじめ社会全体で働き方を見直して

いくことが必要です。また育児休業制度をはじめ

とした仕事と家庭の両立支援制度を活用しやす

くするために、社内の規定整備、制度内容の周知

や、制度を利用しやすい雰囲気づくりが必要です。 

 

平成２７年 
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このままでは、年金、医療、介

護にかかる社会保障の担い手

が不足してしまい、経済力が低

下する一方ね。老後も心配 

だわ。 

豆知識 

～育児・介護休業法の改正～ 

男女ともに子育て等をしながら働き続けることが

できる雇用環境を整備するため平成２９年１０月

に一部改正されました。 

①育児休業の延長 

②事業主が育児休業等の制度などを対象者に周知 

③育児目的休暇の導入促進 

平成７７年 （千人） 


